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二酸化炭素の総量削減を目的とした効率的脱炭素化推進事業

⑤ガス焚き貫流ボイラの導入による安全性の向上とエネルギーの地産地消の実現

4

4.1 工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業 〈設備更新補助事業〉

事業概要 システム図

写真

原山化成工業株式会社事業者名事業者
概要

製造業業種

新潟県所在地
事業所

2,115m2総延床面積

約765万円補助金額
補助金額

1/3補助率

重油焚き貫流ボイラ従前設備主な
導入設備 ガス焚き貫流ボイラ導入設備

2022年2月稼働日事業期間

更新区分

ガス焚き貫流ボイラの導入より、工場内に燃料を貯蔵す
る必要がなくなり、災害時の安全性が向上した。また、新
潟県産のガスを使用することによる地産地消の実現や、
中圧ガスによる強靭性の向上、NOx・SOx排出量の削
減、エネルギーコスト、重油タンク管理コストの削減、従
業員の作業負担軽減等、多数の副次効果が得られて
いる。

特長

実施前

実施後

導入前 重油タンク ガス焚き貫流ボイラ

中圧ガス管
ガス導管

（新潟県産ガス）

都市ガス

ESV（緊急遮断弁）

【ガス炊きボイラ】

蒸気

A重油 重油 蒸気重油

【重油炊きボイラ】【重油タンク】
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⑤ガス焚き貫流ボイラの導入による安全性の向上とエネルギーの地産地消の実現

事業の効果

【脚注】
※ エネルギーコストについては非公開。

約459t-CO2／年CO2削減量
ーCO2削減コスト

-エネルギーコスト削減額
-補助あり投資回収年数

（脚注参照） -補助なし

CO2排出量（t-CO2／年）

A重油からガスにエネル
ギー転換したことで、
CO2排出量が4割程
度削減された。
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事業実施前 事業実施後

約459t-CO2
の削減
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⑤ガス焚き貫流ボイラの導入による安全性の向上とエネルギーの地産地消の実現

事業によって実現できたこと／事業前にあった課題及びその解決方法

貯蔵タンク削減による災害時安全性の向上 新潟県産ガスの利用による、ガスの地産地消

工場内に燃料貯蔵をする必要がなくなったため、
災害時の安全性が向上した。

新潟県産のガスを使用することで、
ガスの地産地消を実現した。

「生産設備の更新」によって、CO2削減以外に、以下のような副次的効果があった。
• A重油からガスへのエネルギー転換により、CO2排出量の削減はもとより、NOx・SOx排出量の削減、燃焼効率向上によるエネ

ルギーコストの削減が実現できた。また、県産ガスを使用している地元のガス会社を利用することにより、エネルギーの地産地消
となった。

• 以前は工場内に貯蔵タンクが配置されていたが、都市ガスに変更したことで、工場内に燃料を貯蔵する必要がなくなり、安全
性が向上すると同時に、重油タンクにかかるコストの削減ができた。

• なお都市ガスは、災害時も供給安定性の高い中圧ガスで供給を受けている。

実施前 A重油燃料を使用していた。

実施後 新潟県産のガスを使用するシステムとした。

実施前 工場内に燃料タンクが配置されていた。

実施後 工場内に燃料貯蔵する必要がなくなった。

A重油

【重油タンク】

工場内

中圧ガス管

ガス導管
（新潟県産ガス） M

A重油 重油

【重油タンク】
M

中圧ガス管

工場内
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⑤ガス焚き貫流ボイラの導入による安全性の向上とエネルギーの地産地消の実現（原山化成工業株式会社）

事業の経緯／今後の予定

事業者の声

設備が補助対象
である情報をガス
会社から入手

2021.3

情報入手

2022.2

完成

2022年2月に
設置完了

原山 義史
代表取締役社長

2021.5

申請

申請書を作成し、
補助事業へ申請

社内決議にて補
助 事 業 申 請 を
決定

2021.5

決議

• 以前は工場内に貯蔵タンクが配置されていましたが、燃料をガスに変更したことにより工場内に燃料貯蔵する
必要がなくなり、災害時の安全性が向上しました。また、災害時も供給安定性の高い中圧ガスを使用すること
で、強靭性も向上しております。

• エネルギー転換により、NOx・SOx排出量の削減、燃焼効率向上によるエネルギーコストの削減が実現できま
した。また、地元のガス会社を利用することにより、ガスの地産地消にもなっております。

• 設備の更新に加え、ローリーの受け入れ作業もなくなり、従業員の作業負担も軽減しております。

2021.8

採択

補助事業が採択

2021.10

着工

2021 年 10 月
から工事開始

2023.1

今後の展開

導入効果を検証
し、他工場への水
平展開を検討中


